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４． データベース維持管理に関する問題

（１） CMS の更新と PHP バージョン問題

2026 年度の Web サーバ更新により、既存デー

タベースの見直しを行う機会が得られた。CMS

を自前で調整していたため、サーバ側の大幅

な改変がない限り更新を行ってこなかったが、

PHP バージョン変更により旧 CMS が使用不能と

なり、新 CMS の導入が必要となった。CMS（コ

ンテンツマネージメントシステム）導入は特定

担当者に依存せず情報発信を可能とするため不

可欠であるが、CMS は数年ごとに更新が必要と

なる。

（２） データベース存続の判断

　データベース更新作業が一部の職員に集中し

ていたことや、現場情報が随時追加されなかっ

たことから、活用頻度は低かった。また、PHP

関数変更に伴う動作不良も発生していたため、

データベース廃止も検討された。しかし、年報

や報告書一覧を HTML で記述し掲載する作業負

担、CMS 変更ごとのデータ移転作業を考慮する

と、CMS に依存しない独立したデータベースと

して存続させた方が維持管理の面で容易である

と判断した。たとえば「年報」PDF 公開では、1）

CMS のダウンロードページ、2）年度別 HTML ペー

ジ、3）年報一覧データベースの 3 箇所に同一

ファイルを登録する必要があり、非効率であっ

た。また、蓄積されたデータを公開停止するこ

との困難さや、再記述の手間を考慮すると、デー

タベース継続が最適であると結論づけた。

（3） AI 活用による効率化

　今回の更新では、既存データベースを基に、

年度表示や登録情報の追加・更新スクリプトを

AI に指示しながら作成した。その結果、AI が

作成したスクリプトを基に微調整を行う形とな

り、作業時間を大幅に削減できた。この経験か

ら、データベース構造さえ確立していれば、AI

や委託業者にページ作成を依頼できることが確

認された。

（4） 写真データ登録の課題

　報告書掲載写真のデータについては、貸出対

応のため Web 上のサムネイルに加え、原本情報

もデータベース化している。サムネイル作成は

PDF を活用するため容易であるが、原本情報の

整理がボトルネックとなっている。また、登録

作業者が 1 名であること、登録システムが存在

しないことも遅延の要因である。今後は、報告

書作成時からデータベースを意識したファイル

命名規則の制定や登録システム整備により、迅

速な登録が可能になると考える。

(5) 非公開データ登録の課題

　現場作業で作成される情報は現場終了時に集

約されるため、報告書作成時に役立つ情報を随

時蓄積する理想的なシステムが構築できていな

かった。今後、遺構ごとの掘削経過写真・図面・

出土遺物を取りまとめるシステムを構築する場

合、モバイル端末を活用した即時入力・即時提

示が実現すれば、現場作業中に過去写真を閲覧

でき利便性が高まる。また、モバイル端末であ

れば位置情報も付加でき、より正確な情報とな

る。

５． 今後の課題

　今回の Web サーバ移転に伴い、公開・非公開

サイトの Web データベースを再検討した。デー

タベースや Web の維持が特定職員に過度に依存

する場合、廃止も想定されたが、データベー

ス構造が明確で活用方針が定まっていれば、AI

支援や業者委託により維持が可能であることが

確認できた。

　今後、多様なシステムが各方面で構築される

ことが予想されるが、当センターでの経験がそ

の一助となれば幸いである。
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　奈良文化財研究所の「全国文化財総覧」の進展により、発掘調査報告書等の情報の入手性は著しく

向上した。一方、愛知県埋蔵文化財センターでは報告書 PDF の公開のほか、図・写真等を個別要素化

するデータベースを構築しており、高く評価されている。しかし、データ加工及び登録の労力が大きく、

更新が停滞しているという課題がある。そこで本稿では、ミニマムなオープンデータとしての公開を

提案し、その利活用の展望と課題を整理する。

埋蔵文化財情報のオープン
データ化―課題と展望

1． はじめに

　近年、私たちを取り巻く環境において生成

AI をはじめとするデジタル技術の進化は目覚

ましく、国の政策においてもデジタル庁を中

心に DX（デジタルトランスフォーメーション）

が推進されている。埋蔵文化財の分野において

も、発掘調査現場でのデジタル機器活用から報

告書の刊行に至るまで、そのプロセスの大半に

デジタル技術が浸透している状況にある。

　発掘調査の成果は最終的に印刷物として報

告されるが、現在は PDF 形式のデータも同時

に制作されるのが一般的である。PDF での公開

は、ウェブサイトを通じて遠隔地であっても容

易に入手できるメリットとなっている。特に、

国立文化財機構奈良文化財研究所（以下、奈文

研）が運営する「全国文化財総覧」では、日

本各地の発掘調査報告書 PDF を検索・ダウンロ

ードすることが可能となっており（高田 2015、

2018）、情報収集における利便性が飛躍的に向

上した。

　こうした状況下で、愛知県埋蔵文化財センタ

ーは、発掘調査報告書内の写真や実測図を PDF

から切り離し、個別のデジタル要素として検

索・閲覧・再利用可能なシステムを構築してお

り（堀木 2019、2020）、先進的な取り組みとし

て高く評価されている（野口 2022a）。ただし、

こうした図表単位の要素化は、データを加工し

てシステムに登録するための多大な労力が必要

であり、現状ではデータの追加登録が停滞して

いるという課題がある。

　本稿では、既存のシステムと並行して、こう

した埋蔵文化財情報の二次利用を前提とした機

械判読に適した形式としてデータそのものを公

開・提供していく「オープンデータ化」を提案

する。そこで、愛知県埋蔵文化財センターが公

開している情報のオープンデータ化における現

状と課題を整理し、公共財としての埋蔵文化財

情報のさらなる利活用の可能性について展望す

る。

２． オープンデータと既存のシステム

（1） オープンデータの定義と要件

国の方針として、平成 28 年 12 月に施行され

た「官民データ活用推進基本法」に基づき、地

方公共団体には保有する公共データのオープン

データ化が義務付けられた（1）。身近な例では、

愛知県、名古屋市など多くの自治体が、行政情

報を CSV 形式等のファイルでポータルサイトに

公開している。

　この「オープンデータ」とは、以下の 3 条件

を満たすデータを指す。①営利・非営利を問わ

ず二次利用可能なルールが適用されていること

（オープンライセンスの付与）、②機械判読に適

した形式であること（特定のソフトウェアに依

存しないファイル形式等）、③無償で利用でき

ること（武内・高田 2022）、これは単なる情報

の「公開」にとどまらず、利用者がコンピュー

タを用いて自由に二次利用できることを保証す

るものである。

①のライセンス明示については、データ利用

の際の申請手続きを不要とすることで、デー
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段階 公開の状態（定義） 代表的なデータ形式 特徴・活用度

オープンなライセンス（CC-BY等）で、形式
を問わずWeb上に公開されている。 PDF, JPEG, GIF 人間には読めるが、コンピュータによる自動

処理（再利用）には向かない。

コンピュータで処理可能な「構造化データ」
として公開されている。

XLS (Excel), 
DOC (Word)

機械判読は可能だが、特定の有料ソフトウェ
アが必要な場合がある。

特定のソフトに依存しない「非独占的なオー
プン形式」で公開されている。 CSV, XML, JSON 無料のツールで自由に加工・編集ができ、機

械判読に最も適した実用的なレベル。

データの識別にURI（Web上の住所）を用
い、外部から直接参照できる。 RDF, SPARQL Web上のデータとして、世界中の他のシステ

ムから直接リンクが可能になる。

自社のデータを他分野のデータとリンクさ
せ、文脈を繋いでいる。

LOD (Linked 
Open Data)

データ同士が繋がり、高度な分析やマッシュア
ップが容易な最高レベルの状態。 

表 1　５スターオープンデータの各段階と特徴 (2)

タ提供者・利用者双方の手間やコストを低減

できる（公益財団法人東京市町村自治調査会

2017）。特に年間数十件に及ぶ申請・承認手続

きを考慮すれば、その効率化のメリットは大き

い。

③の無償化については、公的資金を用いて作

成されたデータ（公共財）を広く国民に還元

するという理念に基づいている（野口 2022a）。

無償とすることでより多くの利用者が手軽に利

用可能となり、利活用の裾野を広げる効果が期

待される。

②の機械判読性について、PDF ファイル等は

ビューワーでの閲覧は可能であるが、他のシス

テムで利用するにはデータの再入力や加工とい

った「ひと手間」を要する。

オープンデータが目指すデータモデルには、

ティム・バーナーズ＝リーが提唱した「5 スタ

ーオープンデータ」という指標がある（表 1）。

一般的に、★ 2 以上が「機械判読可能」、★ 3

以上が「機械判読に適している」とされ（福島

2020）、自治体や公的機関は、まずデータ活用

の基盤となる「★ 3（CSV 形式等）」を目指すべ

きとされる。★ 4 や★ 5（LOD）に進むことで、

統計と地図情報など異なる分野のデータを容易

に統合できるようになり、Society5.0 やスマ

ートシティの実現に不可欠な「データの連携」

が可能になる（公益財団法人東京市町村自治調

査会 2017）。

　これに従うと、前述の発掘調査報告書 PDF も、

オープンライセンスの付与とインターネット上

での公開が適用されていれば「★ 1」のオープ

ンデータに該当する。中でも抄録や遺構・遺

物一覧表などは、元データが Excel で作成され

ており、データの構造化がなされているため、

CSV 形式への変換・保存は比較的容易である（堀

木 2019）。

　しかし、★ 4 以上への対応には課題がある。

現時点では、愛知県埋蔵文化財センターでは報

告書刊行後に別途データ整備を行う必要があ

り、多大な手間やコストが生じることになる。

（2） 「オープンアクセス」 との違い

「オープンデータ」と混同されやすい言葉に

「オープンアクセス」がある。第 5 期科学技術

基本計画では「オープンアクセス」と「研究デ

ータのオープン化（オープンデータ）」の 2 つ

を含む概念として「オープンサイエンス」と定

義されている（内閣府 2016）。

「オープンアクセス」が主に論文などの著作

物に対する「情報の到達性（アクセシビリテ

ィ）」を重視するのに対し、「オープンデータ」

は数値や図面そのものの「再利用性」を核心と

している。現在、多くの自治体が「指定文化財

一覧」などを国の推奨データセット（CSV 等）

に基づき公開している。例えば愛知県では、ウ

ェブマップ「マップあいち」での公開に加え、

オープンデータセットとしても同データを公開

している
(3)。

　発掘調査報告書の公開状況を見ると、愛知県

埋蔵文化財センターをはじめとする多くの機関

が PDF 形式を採用している。また、自前のリポ

ジトリを持たない自治体等でも、奈文研の「全

国文化財総覧」に登録することで全文公開が可

能であり、これは「オープンアクセス」の代表

例と言える。一方で、各自で報告書 PDF を公開
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しているサイトにおいて「公共データ利用規

約」や「クリエイティブ・コモンズ（後述）」

等の二次利用規約を明示している事例は管見の

限りあまり見受けられない。

（３） 愛知県埋蔵文化財センターのデータベース

システム

　愛知県埋蔵文化財センターのデータベースシ

ステム（以下、埋文 DB）は、本稿執筆段階で

報告書抄録、写真ファイル、遺構ファイル、遺

物ファイル、実測図ファイルの 5 つの主要 DB

に加え、年報および紀要の各ファイル DB で構

成されている。報告書抄録を基軸として各 DB

を相互に関連付けることで、特定の遺物名を検

索した際、複数の遺跡から出土した当該遺物の

一覧と写真を即座に取得できる環境を実現して

いる（堀木 2019）。

　埋文 DB の構成は、利用者が求める情報へ効

率的にアクセスできるよう設計されている。デ

ータの基本仕様は発掘調査の電子納品時におけ

る整理要項をベースとしており、遺跡 ID や図

面・写真のファイル名は半角英数字で規則化さ

れ、メタデータの統一が図られている。また、

緯度経度の位置情報を用いて国土地理院のウェ

ブマップ上に遺跡のポイントを表示する機能も

備えている（堀木 2019）。システム構築におけ

るインターフェイス開発には多大な労力を要す

るが、一度運用基盤が確立されれば、その後の

データ追加作業の負担は相対的に軽減される。

　このシステムの最大の特徴は、発掘調査報告
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（4） クリエイティブ ・ コモンズ (cc) ・ ライセン

スについて

CC-BY ライセンスは、著作権を保持したまま、

出典の表示を条件に複製や改変、営利目的で

の二次利用を広く認めるライセンスである (4)。

例えば、愛知県埋蔵文化財センターでは報告書

PDF 等のデータを CC-BY ライセンス（3.0 非移

植等）で公開している（堀木 2019）。ただし、

データ提供側としては以下の点に注意が必要と

なる。

①第三者の権利の確認（最重要事項）：自らが

著作権を有していない（第三者の権利が含まれ

る）コンテンツには、そのままライセンスを適

用することはできない。写真や図面の中で、第

三者が著作権、肖像権等を有している場合、事

前に許諾を得る必要がある（ASP・SaaS・クラ

ウドコンソーシアム 2014）。

②著作権の対象外となるデータの扱い：遺物一

覧表の数値データなどは著作権の対象外であ

り、本来 CC ライセンスの適用対象外であるが、

考古学研究においては、根拠となるデータが出

典と紐づいていなければ論証が成立しないた

め、データの信頼性を担保しておくことが重要

である。また、元データの誤記や不備がある場

合には、それを明記し履歴を管理することも、

再利用性を担保する上で不可欠である。

③免責事項の明示：提供した情報に誤りや、そ

れを利用したことで損害が発生した場合に備

え、提供側は一切の責任を負わない旨を明示し

ておく必要がある。情報の正確性、完全性の不

保証や、利用者の行動に伴う結果についての免

責を「利用規約」に盛り込んでおく必要がある
（5）。

④ライセンスの不可逆性：一度 CC ライセンス

を付与して公開すると、その後にライセンスを

取り消すことはできない (6)。著作権の存続期

間中は有効であり続けるため、将来的な利用制

限をかける可能性があるデータについては慎重

な判断が求められる。

⑤適切な表記と機械判読性の確保：利用者が迷

わず正しく利用できるよう、標準的なメタデー

タやアイコンを使用する。政府のガイドライン

などに準拠した標準的な記述（例：「CC-BY 4.0

国際」など）を採用し、出典の記載方法を具体

的に例示することが望ましい（7）。

　これらの点を踏まえ、まずは「公開できると

ころから小さく始める」（東京市町村自治調査

会 2017）とともに、段階的にライセンス設定

を改善し続ける姿勢が重要である。

 ３． オープンデータの活用

　CSV 形式等のオープンデータは、単体では機

械判読可能な「離散的要素」の集合に過ぎない。

提供側が公開の意義を強調するだけでなく、具

体的な活用モデルを提示することが、オープン

データの持つ可能性を広げる鍵となる。

　一般的な活用事例としては、避難場所やハザ

ードマップ、ゴミ収集日の通知アプリ等があ

る。こうした取り組みは、「国民参加・官民協

働の推進を通じた諸課題の解決、経済活性化」

「行政の高度化・効率化」「透明性・信頼の向上」

といった多面的な価値を社会にもたらす（8）。

　では、考古学 / 埋蔵文化財の分野ではどのよ

うな活用が見込まれるであろうか。遺跡抄録デ

ータや遺物一覧表等の構造化されたデータを活

用することで、複数の遺跡データを横断的に収

集・管理することが可能となる。例えば、地理

情報システム（GIS）ソフトを用いた空間分析

を行えば、時期による遺物の拡散や土地利用の

変遷、広域的な流通網の把握といったマクロな

視点での研究を加速させることができる。

　また、行政実務においては、開発に伴う事業

計画時に周辺の歴史的環境を事前に予測するこ

とで、文化財の「予防的保護」や意図しない破

壊のリスク低減に寄与できる (9)。さらに、文

化財情報を活用した観光ルートの開発や、学校

教育でのデジタル教材としての活用など、学習

支援への貢献も期待される。つまり、こうした

データは目的に応じたコンテクスト文脈で抜き

出し集約できるため、より柔軟な活用が可能と

なる。

　このように、これまでの考古学が発掘調査報

告書を読み込んで様々な情報の抽出を一つの学

術的素養としてきたことに対し、個々のデータ

を独立した要素として解放することは、専門家

以外の多くの人が調査成果にアクセスし新たな

価値を創造する機会を創出するものと考えられ

●研究紀要  第 27 号  2026.7



●研究紀要  第 27 号  2026.7

174

（4） クリエイティブ ・ コモンズ (cc) ・ ライセン

スについて

CC-BY ライセンスは、著作権を保持したまま、

出典の表示を条件に複製や改変、営利目的で

の二次利用を広く認めるライセンスである (4)。

例えば、愛知県埋蔵文化財センターでは報告書

PDF 等のデータを CC-BY ライセンス（3.0 非移

植等）で公開している（堀木 2019）。ただし、

データ提供側としては以下の点に注意が必要と

なる。

①第三者の権利の確認（最重要事項）：自らが

著作権を有していない（第三者の権利が含まれ

る）コンテンツには、そのままライセンスを適

用することはできない。写真や図面の中で、第

三者が著作権、肖像権等を有している場合、事

前に許諾を得る必要がある（ASP・SaaS・クラ

ウドコンソーシアム 2014）。

②著作権の対象外となるデータの扱い：遺物一

覧表の数値データなどは著作権の対象外であ

り、本来 CC ライセンスの適用対象外であるが、

考古学研究においては、根拠となるデータが出

典と紐づいていなければ論証が成立しないた

め、データの信頼性を担保しておくことが重要

である。また、元データの誤記や不備がある場

合には、それを明記し履歴を管理することも、

再利用性を担保する上で不可欠である。

③免責事項の明示：提供した情報に誤りや、そ

れを利用したことで損害が発生した場合に備

え、提供側は一切の責任を負わない旨を明示し

ておく必要がある。情報の正確性、完全性の不

保証や、利用者の行動に伴う結果についての免

責を「利用規約」に盛り込んでおく必要がある
（5）。

④ライセンスの不可逆性：一度 CC ライセンス

を付与して公開すると、その後にライセンスを

取り消すことはできない (6)。著作権の存続期

間中は有効であり続けるため、将来的な利用制

限をかける可能性があるデータについては慎重

な判断が求められる。

⑤適切な表記と機械判読性の確保：利用者が迷

わず正しく利用できるよう、標準的なメタデー

タやアイコンを使用する。政府のガイドライン

などに準拠した標準的な記述（例：「CC-BY 4.0 

国際」など）を採用し、出典の記載方法を具体

的に例示することが望ましい（7）。

　これらの点を踏まえ、まずは「公開できると

ころから小さく始める」（東京市町村自治調査

会 2017）とともに、段階的にライセンス設定

を改善し続ける姿勢が重要である。

３． オープンデータの活用

CSV 形式等のオープンデータは、単体では機

械判読可能な「離散的要素」の集合に過ぎない。

提供側が公開の意義を強調するだけでなく、具

体的な活用モデルを提示することが、オープン

データの持つ可能性を広げる鍵となる。

　一般的な活用事例としては、避難場所やハザ

ードマップ、ゴミ収集日の通知アプリ等があ

る。こうした取り組みは、「国民参加・官民協

働の推進を通じた諸課題の解決、経済活性化」

「行政の高度化・効率化」「透明性・信頼の向上」

といった多面的な価値を社会にもたらす（8）。

　では、考古学 / 埋蔵文化財の分野ではどのよ

うな活用が見込まれるであろうか。遺跡抄録デ

ータや遺物一覧表等の構造化されたデータを活

用することで、複数の遺跡データを横断的に収

集・管理することが可能となる。例えば、地理

情報システム（GIS）ソフトを用いた空間分析

を行えば、時期による遺物の拡散や土地利用の

変遷、広域的な流通網の把握といったマクロな

視点での研究を加速させることができる。

　また、行政実務においては、開発に伴う事業

計画時に周辺の歴史的環境を事前に予測するこ

とで、文化財の「予防的保護」や意図しない破

壊のリスク低減に寄与できる (9)。さらに、文

化財情報を活用した観光ルートの開発や、学校

教育でのデジタル教材としての活用など、学習

支援への貢献も期待される。つまり、こうした

データは目的に応じたコンテクスト文脈で抜き

出し集約できるため、より柔軟な活用が可能と

なる。

　このように、これまでの考古学が発掘調査報

告書を読み込んで様々な情報の抽出を一つの学

術的素養としてきたことに対し、個々のデータ

を独立した要素として解放することは、専門家

以外の多くの人が調査成果にアクセスし新たな

価値を創造する機会を創出するものと考えられ

175

埋蔵文化財情報のオープンデータ化―課題と展望●

る。

 ４． 課題と展望

（１） データの追加、 更新作業

オープンデータ化は一過性の作業ではなく、

継続的なデータの追加・更新を通じて、システ

ムの可用性や情報の完全性を機関として保証

し続ける体制（予算・人材）の構築が不可欠

である（公益財団法人東京市町村自治調査会

2017）。既存の報告書抄録等を CSV 形式にまと

め、ウェブサイトへ追加・更新する作業は比較

的少ない労力で実施可能である。しかし、従来

のデータベースシステムのように図や写真を 1

点ずつ要素化して登録する作業は多大な作業工

数を要するため、更新頻度に格差が生じる懸念

がある。

　この課題を解決するには、発掘調査データの

電子納品の在り方を再定義し、調査段階から機

械判読を前提としたデータ作成を求めること

で、公開プロセスの簡略化を図ることができる

であろう。既存の埋文ＤＢは利用者が目的に応

じて自由にデータを加工・分析できる環境を加

工済みの情報を提供することで利用者の利便性

を高めているが、オープンデータは利用者が目

的に応じて自由にデータを加工・分析できる環

境を提供するものである。この「加工済みデー

タ」と「素材としてのオープンデータ」を利用

者が用途・スキルに合わせて選択できる環境が

現時点での最適解といえよう。

（２） 属人的データの峻別

オープンデータ化においては、寸法や重量と

いった「機械的な属性データ」と、遺構のコン

テクストや時代決定等の「（考古学的）解釈」

を峻別する必要がある。土層の記述や遺物観察

には、調査者の知識や経験が反映されており、

これこそが報告書の学術的成果の中核をなすも

のである。こうした情報を「離散的要素」とし

て切り離すことは、コンテクスト（文脈）が削

ぎ落とされるリスクを孕む。同様に、考古学の

（伝統的な）手実測は、単なる図化・記録作業

ではなく、実物を詳細に観察して主観的な思い

込みを修正しながら解釈を深める重要なプロセ

スであり、後進への知識継承の場としての役割

も担っている（渡部 2019）ためである。

　一方で、第三者が異なる視点からデータを再

構成し、新たな解釈や評価を発見する機会を創

出するメリットも併せ持っている。デジタルデ

ータとしての客観性をどう担保し、専門家の判

断という不確実な要素をどう記述するか（メタ

データの整備）が、データの真正性確保の鍵と

なる。

（３） 懸念される事項

データのオープン化には多面的なリスクが懸

念されている。具体的には、遺跡の所在地特定

による盗掘（違法な発掘）や不法侵入といった

文化財の物理的破壊のリスク、不動産取引や開

発計画における「障害」とみなされることに

よる私権への影響が挙げられる（野口 2022b）。

また、研究面では、出典を明記しない不適切な

引用や、意図しない文脈での利用、さらには揚

げ足取りのような「悪意のある引用」による研

究者のキャリアリスクへの懸念も根強い（池内

2018）。

　データ提供側としては、システムやサーバー

の維持管理に加え、PhotoCD 等の旧形式データ

や低解像度画像のマイグレーション（データ移

行）にかかる予算・人員の確保が継続的な課題

となる。CSV 等の汎用形式を基軸としつつ、組

織内でミニマムなマネジメント体制を維持し続

けることが重要である。

（4） 展望

以上のような現状や課題を踏まえ、今後、愛

知県埋蔵文化財センターとしては既存の DB シ

ステムを維持しつつ、並行して CSV 形式などの

オープンデータを積極的に公開し、ユーザーが

用途に応じて自由にデータを選択・利用できる

「ハイブリッドな提供環境」を整備することが

現時点で最善と考える。そのためには、システ

ムとオープンデータカタログサイト双方の利用

規約（公共データ利用規約等）を整理し、利用

者に明示することが先決となる。

　また、発掘調査の設計段階から公開を逆算し

て設計する「オープンデータ・バイ・デザイン」
（10）の考え方を導入することも重要である。こ

れにより、報告書刊行後の再加工コストを削減

するとともに、将来的には埋蔵文化財保護行政

の新たなモデルとなる可能性がある。将来的に
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これらインターネット上の膨大なデジタルデー

タが自動的に紐づけられるようになって、人工

知能（AI）等を用いた定量分析や自動分類が一

般化すると、専門家はこうした膨大なデータと

社会あるいは一般ユーザーとの間を橋渡しする

「解釈の通訳者」としての役割がより強く求め

られるようになる（渡部 2019）。そのためには

考古学を学ぶ者として遺跡・遺物を観察し、解

釈する知識等は変わらずに必要となろう。

　既存のシステムの更新とオープンデータの公

開という両輪の取り組みにより、愛知県埋蔵文

化財センターが所有する埋蔵文化財情報は「真

の公共財」としてさらに広く利活用されていく

ことが期待される。野口淳氏が指摘するよう

に、「ミニマムな構成であっても公開されてい

れば外部利用者はアクセスし、検索し、利用で

きる」（野口 2020b）という事実が重要である。

公開につなげる姿勢を最優先に、今できるスモ

ールステップに着手していきたい。
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